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TICADⅥ MOU 記念式典(2016 年 8 月 28 日) 

参加企業・団体及び MOU 一覧 

 

日本側：16 企業・6団体、相手側：アフリカ 20カ国・6機関、案件：合計 73 件 

 

 

日本企業・団体名 相手国・機関 案件名 案件概要 

１．豊田通商（株） 

 

 

 

 

 

 

 

 

Toyota Tsusho  

Fertilizer Africa 

Limited Toyota 

 

Toyota Tsusho East 

Africa Limited 

ケニア Vision2030 省 Vision2030 省との協業に関する MOU 延長 2017 年期限の MOU を TICAD VI を機に前出しして延長するもの 

 

ケニアエネルギー省 エネルギー石油省との地熱発電開発に関する

MOU 

ケニア地熱鉱区における次期開発鉱区の選定、その開発計画に関する共同

調査 

Seven Seas Technology(SST)(ケニ

ア) 

ICT を利用した医療関連企業 SST 社(ケニア)へ

の出資契約 

ICT を利用したケニア社会制度下、医療システムプロバイダーの SST 社へ出

資、同分野への参入を図る 

エチオピア投資委員会 投資委員会との地熱発電開発に関する MOU エチオピア地熱鉱区における次期開発鉱区の選定、その開発計画に関する

共同調査 

エチオピア投資委員会 投資委員会と繊維機械産業開発に関する MOU エチオピア繊維産業発展の為に、競争力ある繊維機械の導入を共同研究す

る MOU 

Africa Fertilizer Agribusiness 

Partnership(AFAP) 

 

ケニア及びアフリカにおける肥料普及促進連

携に関する MOU 

ケニア肥料事業での販売リスク管理支援、肥料技術支援。将来的な他国進

出時の同様な支援 

ルワンダ投資庁 キガリ市における交通渋滞情報システム実証

事業の共同実施に関する MOU 

ICT 省など関連機関の協力を得て、渋滞緩和を目的としアフリカ初の実証実

験を行う為の MOU 
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２．日本電気（株） コートジボアール 国家警察 生体認証技術を中心した新技術導入によりコ

ートジボアールのセキュリティ維持・テロ対策

強化を目指し、協力関係強化についての MOU 

Phase１の成果の最大化へ向け両者の協力関係を維持・強化を図る。生体認

証（指紋／顔）、サイバーセキュリティなど含む新技術導入について協力す

る。今後、システムの拡張を含めた国家警察の能力強化に向け、その取組

について両者が最大限の努力をする。 

３．三井物産（株） モザンビーク国営石油 国営石油と三井物産との戦略的協業に関する

覚書 

Area1 LNG Project のパートナーであるモザンビーク国営石油 ENH と、LNG

開発の協業、Gas Value Chain での business development から人材育成ま

で含めた、戦略的且つ包括的な覚書 

モザンビーク国営投資銀行 国営投資銀行と三井物産との包括的協業に関

する覚書 

モザンビーク国営投資銀行 BNI と、インフラ、石油・ガス関連事業の協業

の検討 

ケニア港湾局（KPA） モンバサ港湾運営効率化に関する MOU ｹﾆｱ･ﾓﾝﾊﾞｻ港の運営効率化に向けた KPA と三井・ﾊﾁｿﾝ間の協議推進に関する

MOU 

４．住友商事（株） マダガスカル共和国 マダガスカル政府との包括的パートナーシッ

プ協定 

ｱﾝﾊﾞﾄﾋﾞｰ･ﾆｯｹﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを円滑に推進する為に、ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙ政府と住友商事が

相互に協力することを取り決めるもの 

モザンビーク電力公社 テテ超々臨界石炭火力発電案件の実現可能性

調査についての MOU 

自国産石炭を活用した 600MW×2超々臨界石炭火力発電案件の実現可能性調

査 

モザンビーク電力公社 テマネ地区ガス焚き複合火力発電所案件開発

についての MOU 

自国産ガスを活用した、高効率ガス焚き複合火力発電所の開発 

アンゴラ発電公社 

（witness）エネルギー水省 

火力発電所案件開発についての MOU 自国産燃料を活用した火力発電所の開発 

タンザニア電力公社 タンザニア電力分野への貢献 キネレジ火力発電所建設を通じて、タンザニア電力分野への貢献 

５．丸紅（株） Egbin Power plc(ナイジェリア) ナイジェリアにおけるエグビン火力発電所増

設の調査協力に関する MOU 

エグビン火力発電所のオーナーである Egbin Power 社に対して同発電所の

増設に関わる諸調査の協力を行うもの 

アンゴラ経済省 産業多角化の為の協力覚書 産業多角化推進に対する協力関係構築 

アンゴラ農業省 農業開発に係る協力覚書 綿花等の国内農業開発案件に関し協力関係を定めるもの 
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アンゴラ水産省 水産プロジェクトに係る協力覚書 水産資源の有効活用と工業化推進に関する協力関係を定めるもの 

Jain Irrigation Systems Ltd. 

 (インド) 

綿花灌漑案件に関わる協力覚書 アンゴラ綿花灌漑案件の受注に向け協業のフレームワークを定めるもの 

ウガンダ保健省 保健分野開発に関わる協力覚書 地域医療インフラ整備に必要な簡易医療施設の展開に関わる協力関係を確

認するもの 

 

カメルーン公共保健省 病院開発に係る覚書 JBIC バイヤーズクレジットの活用を念頭に、病院案件の推進加速化に向け

公共保健省との更なる相互協力を確認するもの 

コンゴ共和国経済省 バイオエタノール案件推進に関わる覚書 バイオエタノールプラント案件の推進に関わる独占的協力関係を確認する

もの 

コンゴ DRC 保健省 地域医療インフラ開発の為の協力覚書 地域医療インフラ整備に必要な簡易医療施設の展開に関わる協力関係を確

認するもの 

Industrial Development Corp(ザ

ンビア) 

Mulungushi 繊維工場リハビリ案件に係る協力

覚書 

Mulungushi 繊維工場リハビリ案件の推進及びそのフレームワークに関する

覚書 

Cocody University Hospital 

Center（コートジボワール） 

大学病院のリハビリに関する協力覚書 医療インフラ整備に関する協力関係を確認するもの 

コートジボワール保健公共衛生省 

 

保健分野開発に関わる協力覚書 医療インフラ整備に関する協力関係を確認するもの 

モザンビーク国営炭化水素企業 

(ENH) 

天然ガスからメタノール・ガソリンを製造する

案件についての MOU 

モザンビーク産天然ガスからメタノールを製造し一部を輸出、一部を原料

に内需用のガソリンを製造する 

ナイジェリア投資促進委員会 

 

産業多角化の為の協力覚書 産業多角化推進に対する協力関係構築 

６．千代田化工建設 

（株） 

タンザニアエネルギー鉱物省 タンザニア人材に対するLNGを含むガス及びハ

イドロカーボン分野における人材育成につい

ての MOU 

タンザニアエンジニア人材に対する LNG を含むガス及びハイドロカーボン

技術に関する研修の提供 
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７．カンサイ・プラ 

スコン・アフリカ 

Paints and Coatings 

Manufacturers Nigeria PLC(ナイ

ジェリア) 

ナイジェリアにおける現地塗料メーカーとの

合弁会社設立 

ナイジェリア市場への参入 

日系塗料メーカーとしては初参入で、工業用、建築用、船舶鉄構用塗料の

製造販売を行う。 

ナイジェリアをはじめ、西アフリカ経済共同体での事業展開も視野に入れ、

同地域の発展への寄与を目指す。 

Devani Investco(ケニア) ケニアにおける現地塗料メーカーとの合弁会

社設立 

ケニア市場への参入 

日系塗料メーカーとしては初参入で、自動車補修用、工業用、建築用塗料

の製造販売を行う。 

ケニアをはじめ、東アフリカ経済共同体での事業展開も視野に入れ、同地

域の発展への寄与を目指す。 

８．北海道大学 プレトリア大学(南アフリカ共和

国) 

プレトリア大学との学術交流及び学生交流に

ついての MOU 

南アフリカ共和国の基幹大学であるプレトリア大学と協定を締結すること

で，以下の活動を通じ，双方の大学の研究・教育の発展を図る 

1. 教員及び研究者の交流 

2. 学生の交流 

3. 学術資料，刊行物及び情報等の交換 

4. 共同研究・シンポジウムの実施 

９．長崎大学 セーシェル大学(セーシェル共和

国) 

セーシェル大学と長崎大学との学術・教育の交

流に関する MOU 

両大学は、平等と互恵の精神の下、双方が関心を持つ学術及び教育面での

協力の促進を目的として、この MOU を締結する 

１０．（株）国際協力

銀行(JBIC) 

アティジャリワハ銀行(モロッコ) アティジャリワハ銀行との業務協力協定 情報交換・協調融資等の業務協力 

イスラム開発銀行グループ イスラム開発銀行グループとの業務協力協定 情報交換・協調融資等の業務協力 

東部南部アフリカ貿易開発銀行

（PTA Bank） 

東南アフリカ貿易開発銀行（PTA Bank）向け輸

出クレジットライン 

地場企業が日本企業から機械設備等を購入する為の資金枠 

１１．独立行政法人 

日本貿易振興 

機構（JETRO） 

国連工業開発機関（UNIDO） 開発途上国支援についての MOU 開発途上国における貿易投資の振興を通じた包摂的かつ持続可能な産業開

発にむけた相互協力 
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アフリカ開発銀行（AfDB） 

アフリカ開発ファンド(AfDF) 

アフリカ各国と日本とのインフラ分野におけ

る貿易投資促進についての MOU 

アフリカ各国のインフラ分野における貿易投資の振興を通じたビジネス促

進に資する相互協力 

 

南部アフリカ開発銀行（DBSA） 南アフリカおよび南部アフリカを中心とする

アフリカ地域と日本とのインフラ分野におけ

る貿易投資促進についての MOU（MOC） 

南アフリカ、アフリカ地域のインフラ分野における貿易投資の振興を通じ

たビジネス促進に資する相互協力 

エジプト投資・フリーゾーン庁

（GAFI） 

エジプトへの投資誘致支援等に関する MOU エジプトへの投資誘致支援等に関する相互協力 

ケニア投資庁（KenInvest） ケニアへの投資誘致支援等に関する MOU 

 

ケニアへの投資誘致支援等に関する相互協力 

コートジボワール投資促進センタ

ー（CEPICI） 

コートジボワールへの投資誘致支援等に関す

る MOU 

 

コートジボワールへの投資誘致支援等に関する相互協力 

ナイジェリア投資促進委員会

（NIPC） 

ナイジェリアへの投資誘致支援等に関する MOU 

 

ナイジェリアへの投資誘致支援等に関する相互協力 

南アフリカ貿易産業省貿易投資促

進局（INVEST SA-DTI） 

南アフリカへの投資誘致支援等に関する MOU 南アフリカへの投資誘致支援等に関する相互協力 

 

モザンビーク投資促進センター

（CPI） 

 

モザンビークへの投資誘致支援等に関する MOU モザンビークへの投資誘致支援等に関する相互協力 

 

１２．独立行政法人 

石油天然ガス 

金属鉱物資源 

機構(JOGMEC) 

ケニア鉱業省 ケニアにおける鉱物資源分野におけるリモー

トセンシング技術協力についての覚書 

 

ケニア鉱業省に対してリモートセンシング技術の移転を図るワークショッ

プを実施する 

ケニアエネルギー石油省 石油ガス開発分野における協力についての覚

書 

人材育成および投資促進に関する協力 
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モザンビーク鉱物資源エネルギー

省 

「モザンビーク石炭産業人材育成事業」に係る

実施プログラムの３年延長に係わる覚書 

 

 

「モザンビーク石炭産業人材育成事業」に係る実行プログラムの３年延長 

１３．DIAMOND  

GENERATING  

EUROPE LIMITED 

（DGE） 

 

(Witness) 

三菱商事（株） 

 

 

 

TOTAL ENERGIE DEVELOPPEMENT

（TED）, 

 

(Witness) 

SunPower Corporation 

Green Millenia Energy Ltd. 

ケニア Isiolo 地区における太陽光 IPP 事業の

共同開発・運営に関する MoU 

ケニア Isiolo 地区にて TED、DGE、Sun Power、GM が協力して 40MW の太陽

光発電設備を建設し、KPLC に対し、長期売電契約に基き、20 年間にわたり

電力を供給する事業 

１４．シスメックス 

（株） 

JICA ナミビア事務所 

ナミビア病理学協会 

 

ナミビア共和国検査室運営改善のための品質

管理支援システム普及事業 

独立行政法人国際協力機構（JICA）による、第 2回「開発途上国の社会・

経済開発のための民間技術普及促進事業」（公募）において、ナミビア共和

国における「臨床検査室品質管理技術普及促進事業（検査室運営改善のた

めの品質管理支援システム普及促進事業）」を提案し、採択された。 

当事業は、ナミビア政府から臨床検査事業の運営管理を委託されている

Namibia Institute of Pathology (NIP) が管轄する施設に対して、当社の

血液分析装置 XN-1000、オンライン保守管理システム SNCS、および臨床検

査標準化トレーニングを目的としたメンターシッププログラム SQGM

（Sysmex Quality Guidance Manual）の提供を通じて、国際基準に適合し

た臨床検査室の品質管理システムを構築するのもである。 
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１５．Takeda 

Pharmaceuticals 

International 

AG (Singapore 

Branch) 

University of Nairobi 癌専門医に対する奨学金プログラムの提供 University of Nairobi と共同で 

癌専門医を志す若手医師 10 名程度を対象に、奨学金プログラムの提供を予

定しております。初年度の成果を踏まえ、翌年度以降も毎年 10 名程度に対

する同プログラムの提供を検討いたします。 

 

Pan African Heart Foundation 

(PANAHF) 

糖尿病ならび高血圧症のスクリーニングプロ

グラムについて 

Pan African Heart Foundation (PANAHF) と共同でナイロビならびにカジ

アド郡において実施予定の、移動健診車を用いたスクリーニングならびに

疾病教育にかかる MOU の締結を予定しております 

Elewa Foundation 一般医、看護士向けの、癌治療に関する教育プ

ログラムの提供 

Elewa Foundation と共同で、癌専門医以外の一般の医療従事者向けに、癌

治療に関する基礎的な教育プログラム（専門医受診のための手続き等を含

む）の提供にかかる MOU の締結を予定しております 

１６．テルモ（株） JICA ガーナ事務所、ガーナ保健省

（保健省傘下の実施機関 国立輸

血供給公社、国立教育病院 2軒－

アクラ、クマシを含む） 

JICA の官民連携事業の本年採択案件ガーナ国 

「マラリア等輸血感染対策普及促進事業」 

当該団体、施設を対象に全血を用いた病原体低減化装置の使用方法の習得

及び輸血安全監視体制のトレーニングを行い、マラリア等輸血感染の防止

と安全且つ持続可能な輸血血液の供給体制構築を図るもの 

１７．（株）みずほ銀

行 

ケニア投資庁 みずほ銀行とケニア投資庁の間の覚書 既存 MoU の延長、範囲拡大 

The Standard Bank of South Africa 

Limited 

みずほ銀行と The Standard Bank of South 

Africa Limited の間の覚書 

既存 MoU の協力範囲を非日系企業に拡大 

東部南部アフリカ貿易開発銀行

（PTA Bank） 

みずほ銀行と PTA Bank の間の覚書 資金調達多様化、トレードファイナンス等に関する協働 

南部アフリカ開発銀行（DBSA) みずほ銀行と Development Bank of Southern 

Africa Limited の間の覚書 

資金調達多様化、プロジェクトファイナンス等での協働 

アフリカ開発銀行（AfDB) みずほ銀行とアフリカ開発銀行の間の覚書 AfDB の長期戦略の遂行に資するトレジャリー、トレードファイナンス、プ

ロジェクトファイナンス等での協働 

ザンビア開発庁 みずほ銀行とザンビア開発庁の間の覚書 日本-ザンビア間の投資促進に向けた協働 
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１８．（株）三井住友

銀行 

アンゴラ開発銀行 ファイナンス業務協働についての MOU ・各国の輸出信用機関（含む株式会社国際協力銀行（JBIC）、独立行政法人

日本貿易保険（NEXI））を活用したファイナンスにおける協働 

・株式会社三井住友銀行によるアンゴラ開発銀行に対するキャパシティビ

ルディング支援（ワークショップ開催等） 

アフリカ開発銀行 

(AfDB) 

ファイナンス業務協働についての LOI 従来の MOU に基づくトレードファイナンス等の協働分野に加え、より広範

な金融ビジネス分野への協働範囲拡大 

 

東部南部アフリカ貿易開発銀行 

（PTA Bank） 

ファイナンス業務協働分野範囲拡大について

の MOU 

東部・南部アフリカ諸国に対する日本からの機器輸出に紐付く、JBIC/NEXI

輸出クレジットラインの設定 

１９．（株）三菱東京

UFJ 銀行 

ケニア投資庁 日本－ケニア投資促進・情報交換に関する MOU 日本-ケニアへの新規投資・直接投資促進、情報交換に関する業務提携 

モロッコ投資開発庁 モロッコへの投資促進に関する MOU 日系企業のモロッコへの進出･投資を促進するための連携･協力 
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共同調印 
日本企業・団体名 相手国・機関 案件名 案件概要 

１．豊田通商(株)                                                  

日揮(株) 

ケニア運輸省 ナイロビ空港新ターミナルおよび、既存空港の需

要調査及び課題抽出に関する MOU 

ジョモケニアッタ空港及び他 3空港の需要及び今後の課題に関する共同調査 MOU 

２．日本郵船(株) 

豊田通商(株) 

仏ボロレ・グループ 

  

EAC 域内完成車物流事業 JV をケニアに設立する合

弁契約書の締結 

日仏企業連合で、EAC をスコープとした完成車物流会社をケニヤに設立、3社で運営す

るもの 

３．日本電気（株） 

国立大学法人 

長崎大学 

Kenya Medical 

Research 

Institute (KEMRI) 

ケニアにおける生態認証技術を活用した個人認証 

ID の整備による保険医療の強化 

生体認証技術の活用を通し住民登録や人口動態把握の整備を実現することで、ケニア

をはじめアフリカの多くの国で課題となっている熱帯病の広域監視網の整備や母子保

健強化を目指す 

４．独立行政法人  

石油天然ガス・金 

属鉱物資源機構 

(JOGMEC) 

三井物産（株） 

モザンビーク国家

石油院 

天然ガス・LNG 事業等に於ける人材育成に関する覚

書 

モザンビーク鉱物資源・エネルギー省傘下の組織員に対して、天然ガス・LNG 等に関

する研修を実施 

５．(株)三井住友銀行 

(株)国際協 

力銀行（JBIC） 

独立行政法人日 

本貿易保険 

(NEXI) 

東部南部アフリカ

貿易開発銀行 （PTA 

Bank） 

JBIC/NEXI 輸出クレジットラインについての融資

契約 

東部・南部アフリカ諸国に対する日本からの機器輸出に紐付く、JBIC/NEXI 輸出クレ

ジットラインの設定 

６．独立行政法人 

日本貿易保険 

（NEXI) 

(株)三井住友銀行 

東部南部アフリカ

貿易開発銀行（PTA 

Bank） 

PTA Bank向け輸出用バンクローンに係るNEXI保険

に関する Letter Agreement 

サブサハラアフリカを中心とする地域の事業者が日本からの建機、機械設備等を購入

する際に必要な資金を、PTA Bank を通じて支援するもの。JBIC、SMBC が USD80mil の

クレジット枠を供与し、NEXI は SMBC 部分 USD40mil に融資保険を付ける。日本-アフ

リカ諸国との貿易促進を金融面より支援するもの。 

 


